
 業務請負基本契約書

 　
 株式会社ディプロ

 （以下「甲」と称す）と
 （以下「乙」と称す）は

 甲の注文にかかる業務の請負処理について次の通り基本契約を締結する。

 第１条　（契約の目的）
  甲は以下の規定により、各種施工工事・資材搬出入・施工・養生作業などを乙の請け
  負わせることが出来、乙はその注文に応じてこれを請け負うものとします。

 第２条　（契約内容、金額）
  甲が注文する請負業務の内容および請負代金に関しては、その都度甲・乙が協議して
  決定するものとし、甲は乙の所定の業務委託申込書に基づき注文いたします。（尚、
  原則として口頭による注文は認められません。）

 第３条　（キャンセル）
  以下の事情に該当する場合、乙は甲の受注を拒絶する事が出来ます。また、注
  文後下記事情が発生又は発覚した場合、乙は甲の注文をキャンセルすることが出来ま
  す。

  ①注文の内容が違法又は公序良俗に反する場合
  ②注文の内容が著しく身体的危険を伴う場合
  ③甲が現場における乙の作業スタッフの安全について十分配慮していない場合
  ④甲が本契約又は甲乙間の合意に違反した場合
  ⑤請負内容が注文と著しく異なる場合
    ⑥その他拒絶又はキャンセルする正当な理由がある場合　　　　　

 第４条　（業務管理）
  請負業務は、乙の現場担当者と甲との打ち合わせの上、乙の作業スタッフに指揮命令
  するものとします。

 　　１．乙は本契約業務の履行につき乙の従業員を管理し直接指揮命令する者（以下「現場責
 　　　　任者」という）を選任し、次の任にあてるものとする。
 　　　　①　乙の従業員の労務管理及び作業上の指揮命令
 　　　　②　本契約業務の履行に関する甲との連絡及び調整
 　　　　③　労働時間等に関する指示、管理
 　　　　④　乙の従業員の規律秩序の保持及び安全管理

 　　２．甲は乙に対し業務処理に関する事項は現場責任者に対して行い、乙の従業員に対して
 　　　　直接これを行わない。

 　　３．乙は現場責任者の氏名を書面をもって甲に通知する。これを変更した場合も同様とす
 　　　　る。

 第５条　（機械工具及び消耗資材）
  本契約の履行にあたって乙が必要とする機械工具及び消耗資材は乙の責任と負担で準
  備し、調達出来ない場合は甲乙別途協議の上、甲から乙に貸与する。

 第６条　（労働法上の責任）
 　　１．乙は乙の従業員に対する雇用者として、労働基準法、労働者安全衛生法、労働者災害
 　　　　補償保険法、職業安定法、社会保健諸法令、その他従業員に対する法令上の責任を全
 　　　　て負い、責任をもって労務管理を行うものとする。

 　　２．乙は甲に対し、本契約業務の履行に従事する際、甲の所有又は占有にかかる建設物、
 　　　　設備、道路等について安全又は衛生上の危険、有害の恐れが発見された時はその旨を
 　　　　直ちに申し出ると共に、甲はそれに応じ速やかに処理をとり、又は乙を通じて処理さ
 　　　　せるものとする。
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 第７条　（代金の支払）
  本契約に基づき甲が乙に支払う請負代金等の支払については甲乙協議の上定める。

 第８条　（機密保持）
  甲及び乙は本契約業務の履行にあたって知り得た相互の機密は第三者に漏らしてはな
  らない。

 第９条　（再委託及び譲渡の禁止）
  甲及び乙は契約の履行にあたり、事前に相互の承諾なく本契約から生ずる権利を第三
  者に委託もしくは譲渡してはならない。

 第１０条（契約の有効期間及び解除）
 　　１．本契約の有効期間は、契約締結日より１年間とする。ただし、本契約の期間満了の１
 　　　　ヶ月前までに甲乙何れからも契約終了の意思表示のない限り、本契約は更に１年間延
 　　　　長され、以降も同様とする。
 　　２．本契約が有効期間満了または解除により終了した場合といえども、すでに契約した請
 　　　　負個別契約については、別段の意思表示のない限り当該期間満了まで有効とし、それ
 　　　　に関しては本契約の定めるところによる。
 　　　　ただし、契約期間内においても相当の事由があるときは、30日以上の予告をもって甲
 　　　　又は乙はこの契約を解除することが出来る。

 第１１条（契約違反等による契約の解除）
  甲又は乙が次の各号の一つに該当したときは、それぞれ相手方は何等の予告なしに直
  ちに本契約の全部又は一部を解除することが出来る。
 　　１．本契約の各条項に違反し、又は契約の目的を達成することが困難と認められた時。

 　　２．第三者から仮処分、仮差押、競売、強制執行もしくは滞納処分を受け、又は破産、和
 　　　　議、会社整理、会社更生等の申立てがあった時。

 　　３．手形、小切手の不渡発生、銀行取引停止処分のその他責務の履行が困難と認められる
 　　　　事由が発生した時。

 　　４．その他、甲又は乙の責に帰すべき事由の発生により本契約を継続しがたい時。

 第１２条（損害賠償）
  本契約業務の履行中、甲又は乙の従業員の責に帰すべき事由により甲乙もしくは第三
  者に損害を与えた場合、その賠償等については甲乙協議の上これを定める。

 第１３条（契約終了の処理）
  乙は甲より交付された貸与品等は速やかに返還する。

 第１４条（協議事項）
  本契約に定めのない事項は誠意をもって甲乙協議して定めるものとする。

 　本契約締結の証として本書二通を作成し、甲乙両者記名捺印のうえ各一通を保有する。



 第７条　（代金の支払）
  本契約に基づき甲が乙に支払う請負代金等の支払については甲乙協議の上定める。

 第８条　（機密保持）
  甲及び乙は本契約業務の履行にあたって知り得た相互の機密は第三者に漏らしてはな
  らない。

 第９条　（再委託及び譲渡の禁止）
  甲及び乙は契約の履行にあたり、事前に相互の承諾なく本契約から生ずる権利を第三
  者に委託もしくは譲渡してはならない。

 第１０条（契約の有効期間及び解除）
 　　１．本契約の有効期間は、契約締結日より１年間とする。ただし、本契約の期間満了の１
 　　　　ヶ月前までに甲乙何れからも契約終了の意思表示のない限り、本契約は更に１年間延
 　　　　長され、以降も同様とする。
 　　２．本契約が有効期間満了または解除により終了した場合といえども、すでに契約した請
 　　　　負個別契約については、別段の意思表示のない限り当該期間満了まで有効とし、それ
 　　　　に関しては本契約の定めるところによる。
 　　　　ただし、契約期間内においても相当の事由があるときは、30日以上の予告をもって甲
 　　　　又は乙はこの契約を解除することが出来る。

 第１１条（契約違反等による契約の解除）
  甲又は乙が次の各号の一つに該当したときは、それぞれ相手方は何等の予告なしに直
  ちに本契約の全部又は一部を解除することが出来る。
 　　１．本契約の各条項に違反し、又は契約の目的を達成することが困難と認められた時。

 　　２．第三者から仮処分、仮差押、競売、強制執行もしくは滞納処分を受け、又は破産、和
 　　　　議、会社整理、会社更生等の申立てがあった時。

 　　３．手形、小切手の不渡発生、銀行取引停止処分のその他責務の履行が困難と認められる
 　　　　事由が発生した時。

 　　４．その他、甲又は乙の責に帰すべき事由の発生により本契約を継続しがたい時。

 第１２条（損害賠償）
  本契約業務の履行中、甲又は乙の従業員の責に帰すべき事由により甲乙もしくは第三
  者に損害を与えた場合、その賠償等については甲乙協議の上これを定める。

 第１３条（契約終了の処理）
  乙は甲より交付された貸与品等は速やかに返還する。

 第１４条（協議事項）
  本契約に定めのない事項は誠意をもって甲乙協議して定めるものとする。

 　本契約締結の証として本書二通を作成し、甲乙両者記名捺印のうえ各一通を保有する。



平成    年    月    日

 （甲）
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 千葉県千葉市中央区富士見2-3-1
 塚本大千葉ビル6F

 株式会社ディプロ
 代表取締役　　大住　良樹
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